
科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

３２７２１

基盤研究(A)

2013～2011

非市場型サービスの質の評価と生産性の計測

Measurement of Quality and Productivity of non-Marketable Sevices

８００１２４９１研究者番号：

廣松　毅（Hiromatsu, Takeshi）

情報セキュリティ大学院大学・その他の研究科・教授

研究期間：

２３２４３０４４

平成 年 月 日現在２６   ６ ２８

円    33,000,000 、（間接経費） 円     9,900,000

研究成果の概要（和文）：本研究の目的は金融、医療・介護、教育等の非市場型サービスの質の評価と生産性の計測を
行うことである。その他に、これらのサービスを提供する際に重要となりつつある情報セキュリティについても取り上
げた。
①金融サービスについては、情報提供者としての取引銀行の役割の重要性、銀行の効率性が顧客企業のTFP成長率に正
の影響を及ぼすこと、②医療サービスに関する cost-utility 分析の必要性、介護費用が要介護度を低下させること、
③教育については、TVやゲームが子供の発達に与える影響は小さいものの、適切な管理が必要なこと、卒業した大学の
質は賃金に影響は与えていないことを明らかにした。

研究成果の概要（英文）：The aim of this research is to measure of quality and productivity of non-marketab
le services such as finance, medical and nursing care and education. Moreover, the importance of informati
on security is also discussed.Results are in the followings:The importance of role of main-bank as informa
tion provider,and positive effect of efficiency of banks on TFP growth of customer companies;The importanc
e of cost-utility analysis in the field of medical cares,and cost of nursing care results in decrease of d
egree of severity of elderly persons;Effects of TV and Video game on children is not so large, but appropr
iate control of parents is necessary,and the quality of college education does not influence so much on th
e wages.
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１．研究開始当初の背景 

金融、医療・介護、教育などの非市場型サービス

産業は、アウトプットや生産性の計測が特に困難な

分野である。このような非市場型サービス産業にお

いては、そもそも市場価格が存在しないことや、価

格が消費者の評価と乖離することがアウトプット等

の計測を困難にしている。その背景にあるのは、情

報の非対称性などの市場の不完全性、規制や公的保

険等の存在、外部性などである。その結果、一例と

して国民所得統計では、非市場型サービス産業にお

けるアウトプットはインプットと等しいものとして

計測されており、生産性上昇率は定義によりゼロと

なるなど、アウトプットや生産性、価格が適切に計

測されていない。そのため、サービスの質の評価が

ほとんどなされておらず、それらのサービス業がど

れだけの価値を生み出しているのか、効率的な生産

が行われているのかが把握されていないまま、医療

費の膨張など財政的な側面からのみ政策論議が行わ

れる傾向が強い。 

 

２．研究の目的 

 本研究では、上記の金融、医療・介護、教育とい

う 3つのサービスに関して、独自のデータセット、

独自の調査結果および公的統計の目的外利用によっ

て利用可能なったデータを用いて分析を行う。加え

て、これらのサービスを提供するうえで極めて重要

な情報セキュリティの問題にも注目して分析を行う

ものである。 

 

３．研究の方法 

（１）金融については企業と銀行の融資関係情報

により構築した企業と銀行をマッチさせたパネルデ

ータ、（２）医療については国立のガン専門病院の

協力を得て、終末期患者に関して独自に行ったアン

ケート調査の結果、また介護については東京都老人

総合研究所のデータの目的外利用、（３）教育につ

いては厚生労働省の２１世紀出生児縦断調査および

文部科学省の学校基本調査の目的外利用、さらには

独自に行った「双子三つ子に関するインターネット

調査」などのデータを用いて、それぞれの分野のサ

ービスについて質の計測と生産性の分析を行った。

用いた手法はオーソドックスな計量経済学的な手法

の他に、それぞれの分野において提唱されている新

しい手法についても試みた。 

 

４．研究成果 

（１）第１に、金融サービスについては、最大貸し

手銀行(メインバンク)による情報提供の効果に焦点

を当てて、個別企業の属性とメインバンク情報とを

接続した独自のデータセットを用いることで、輸出

開始に関する企業の意思決定に対して、メインバン

クの保有情報量がどのように影響するかを検証した。

具体的に、各銀行が輸出企業との金融取引を通じて

取得した海外市場情報に関連する変数を用いて、海

外市場情報をより多く有する銀行をメインバンクに

持つ非輸出企業の方が、輸出を開始する確率が高い

のかどうかを統計的に分析した結果、メインバンク

の提供する情報が、顧客企業の輸出開始の決定

(extensive margin)に対して、正の影響を持つこと

を示した。このことは、輸出を開始する企業にとっ

て、取引銀行が海外市場情報入手の重要な経路の一

つである可能性を示唆している。この結果は、融資

関係を通じた情報提供の重要性という、先行研究で

無視されている情報スピルオーバーの経路を明らか

にした。 

 さらに、資金の貸し手である取引銀行の効率性が、

借り手である企業の全要素生産性（Total Factor 

Productivity: TFP）に対して与える影響を定量的に

分析した。そのために企業と銀行の融資関係情報に

より構築した企業と銀行をマッチさせたパネルデー

タを用いて、企業、銀行及び両者のマッチに固有の

属性をコントロールした上で、FISIM（Financial 

Intermediation Services Indirectly Measured）の

概念に立脚して構築した貸し手銀行の効率性指標が、

顧客企業のTFP成長率及び将来のTFP水準に対して、

正の影響を及ぼしていることを確認した。このこと



は、企業の生産性の決定要因について、取引相手の

属性（例：金融、仕入、販売、アウトソース、提携

等）を含めた議論へと拡張する必要があることを示

唆している。 

（２）第２に、医療・介護サービスのうち医療サー

ビスについては、国立のガン専門病院の協力を得て、

終末期患者に関して独自のアンケート調査を行い、

高度な医療提供とフェードアウトではコストが違

うものの、終末期医療に対して、そのコストに価値

の違いがあるどうかについて短期ではあるがデー

タベースを構築した。そして終末期医療について、

どのようなサービスに価値があるのか、その価値の

見える化を試みるとともに、この分野での 

cost-utility 分析の有効性・必要性に関して論じ

た。この研究テーマは、医学的、社会的に重要では

あるものの慎重に検討すべきテーマであり、今後よ

り一層の検討が必要である。 

医療・介護サービスのうち介護サービスについて、

高齢化がますます進展する中で、高齢者が要介護状

態になることを予防することが極めて重要であり、

また要介護度を改善する努力が続けられているにも

かかわらず、介護サービスが生み出す社会的な価値

が適切に評価されているとは言えないという問題意

識の下に、介護費用の介護予防効果等を織り込んで

介護サービスのアウトプットを計測し、その社会的

価値を適切に評価した上で介護サービスのアウトプ

ットの計測を行った。計測手法としては、国際標準

となりつつあるアクティビティ・ベースの医療アウ

トプットの計測手法を踏襲した。なお、この研究に

使用したデータは機密性が高く、秘密保護の観点か

ら、結果の報告に当たって具体的な数値を記述する

ことは適切ではないため、現在、その点にも配慮し

た公表可能な論文を作成中である。 

 アクティビティ・ベースのアウトプット指数は「計

測単位（患者数）」×「サービスの質の変化」とし、

またサービスの質としては、年齢や疾病等が同じ患

者の要介護度が、年々、低下していく程度を計測し

た。モデルとしては、前期の初期条件から出発して、

当期の要介護度に至るモデルを考えるが、初期条件

として、年齢、疾病等の個人の属性と前期の要介護

度を与える必要がある。そのため順序ロジット・モ

デルによって要介護度の決定要因を推定した。説明

変数としては、患者の年齢、性別、既往症（高血圧）、

各年ダミーを採った推定結果から、各年の要介護度

の改善度合いを計測し、さらに、要介護度の改善を

QOL（Quality of Life）に換算して、質の評価を織

り込んだ介護サービスのアウトプットを計算した。

結果は、介護サービスの質の向上を織り込んだ場合、

介護サービスのアウトプットの増加の程度は大きく

なることが明らかになった。 

 さらに、介護費用が要介護度に与える影響を検証

するため、要介護度を被説明変数とし、介護費用等

を説明変数とする回帰分析の手法を用いて、介護費

用を潜在要介護度の説明変数に加えたモデルも推定

した。推定結果から介護費用が有意に要介護度を低

下させることが確認された。 

（３）第３に、教育サービスに関しては、厚生労働

省が 2001 年から収集している「21 世紀出生児縦断調

査」の個票データを用い、テレビやゲームが、就学

期の子どもの問題行動・学校環境への不適応・肥満

などの発達を示す指標にどのような影響を与えてい

るかという因果関係を明らかにすることを試みた。

実証分析の結果、テレビやゲームをする時間が長い

子どもほど発達に悪影響があるものの、その影響度

は極めて小さいことが明らかになった。しかし、一

日に数時間もテレビやゲームをするなど過剰な行動

は、負の影響を飛躍的に大きくすることもわかって

おり、適切な管理が必要であることも示唆される。

こうした一連の結果は、双子や三つ子のデータを用

いて、遺伝的な要因を制御してもなお、頑健である

ことが示された。 

また、教育の質が個人の大学卒業後の賃金に与え

る因果的な効果を計測した。これは、もし大学の質

が重要ならば、どのような大学が労働市場で高く評

価される人を育てるのだろうかという問題意識に基

づくものである。米国で行われた研究では、小規模



で、私立、博士課程を持ち、経験のある教員に対し

て高い給与を支払っている大学が、卒業生の賃金が

高い傾向にある。こうした先行研究に倣い、わが国

の大規模な一卵性双生児のデータと、偏差値データ

および学校基本調査（文部科学省）の学校別データ

を用いて、先のような問題意識に答えることを試み

た。その結果、遺伝的な能力や家庭環境などの個人

の観察不可能な要因をコントロールすると、いくつ

かの推計では、専任教員の構成（生徒対専任教員比

率など）が統計的に有意になるという結果が得られ

たものの、総じてみれば、大学の質は賃金に影響を

与えていないことが明らかになった。 

（４）第４に、情報セキュリティに関しては、まず

企業における情報システム部門の役割の変遷を通観

した。情報システム部門は、1980 年代以降、単なる

情報システムのオペレータとしての位置付けから

徐々に脱却し、情報戦略策定と全社的な情報システ

ムの統制という2つの役割を担ってきた。さらに情報

システムを活用した新たなビジネスモデルが次々と

生まれるようになると、企業における情報システム

部門は、業務効率化のためだけではなくて、新しい

イノベーションを生み出す部門としての性格も持た

されるようになってきた。しかし、一方で、情報シ

ステムのダウンや、情報漏えいといった不測の事態

への対応もまた情報システム部門に不可欠の役割と

なっている。それは、それらの影響が企業ブランド

の失墜という重大な事態に発展するということが現

実に生じてきたからである。その結果、情報システ

ム部門は付加価値の小さい業務はアウトソーシング

し、経営者から期待されるイノベーションの創出に

注力する傾向が強まることが予想される。クラウド

サービスの出現と東日本大震災の2 つがドライビン

グ・フォースとなって、この傾向は一層顕著になっ

ていくと予想される。 

現状でも、企業では情報セキュリティ対策に多大

な費用を費やしているにもかかわらず、その具体的

効果を評価することは困難である。そこで情報セキ

ュリティ対策が企業価値に与える影響を定量的に評

価するために、株価を代理指標として、情報セキュ

リティ事故が企業価値に与える負の影響をイベン

ト・スタディの方法を用いて分析した。具体的には、

個人情報保護法施行の2006 年以降に起きた一定規

模以上の個人情報の漏洩事故に限定した上で、情報

漏洩事故が株価に与える影響を分析した。分析に際

しては、個人情報の漏洩が企業価値に与える影響は

一様ではなく、事故の規模や業種・業態により異な

る可能性を考慮して、漏洩規模別、業種別に分析す

るとともに、個人情報保護法施行以降、インターネ

ットショッピングやインターネットバンキングの利

用が拡がるにつれて、個人情報の安全性に関する意

識が変化した可能性を考慮して、漏洩事故が株価に

及ぼす影響の時系列変化の分析も試みた。 

また個人情報保護法の施行が、個人情報の保護や

情報システムの安全性に対する意識の変化に及ぼし

たインパクトを定量的に評価することも試みた。評

価に際しては、株価の変化を個人情報の流出やシス

テムの障害に対する負の評価の代理指標としている。

そのために、個人情報の流出事故が株価に及ぼした

負の影響をイベント・スタディの方法を用いて計測

し、個人情報保護法施行以前と施行以降の間の相違

を、規模別・業種別に分析を行った。 

結果は、漏洩事故が株価に負の影響を及ぼすこと、

また個人情報保護法施行が情報セキュリティ意識に

変化を与えたことが明らかになった。このような分

析は、法制度による情報セキュリティ意識の変化を、

アンケートといった直接的な方法ではなくて、証券

市場というフィルターを介して間接的に評価、分析

した試みの一つである。 

さらに別の問題としてGPSに注目した。これまで

GPS によって取得される位置情報は、主として船舶

や自動車等に搭載されるナビゲーションサービス等

で利用されてきたが、近年は個人の位置情報が容易

に取得できるようになり、各種のソーシャル・メデ

ィアやマーケティングにおいても位置情報が積極的

に利用されるようになってきている。その反面、個

人がどの位置にいるかという情報、位置の移動の追



跡による個人の行動情報が収集され利用される機会

の増大は、プライバシーの面から大きな問題を生ん

でいる。また、このような位置に関する情報には個

人のプライバシーとしての側面のほかに、財産的価

値があるかという点も法的問題点として浮上してい

る。そこで、アメリカ連邦最高裁判所におけるUnited 

States v. Jones 判決（2012 年）の内容を検討し、

GPS によって明らかとなる位置情報の法的性質につ

いて明らかにした。 
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